
― 3 ―

はじめに、今回の震災に関し、改めて犠牲者の皆
さまのご冥福をお祈りするとともに、被災者の方々
に心よりお見舞いを申し上げます。また、支援活動
を行っている方々に敬意を表し、被災された方々が
少しでも早く安寧な生活を送ることができますよう、
お祈りいたします。
震災から２ヵ月後の2011年５月７日から13日（７
日間）にかけて、日本発達障害ネットワーク（JDD
ネット）の東日本大震災・被災地派遣チーム（第２
陣）に参加し、岩手県・宮城県を訪問しました。チ
ームメンバーは、大学教員や臨床心理士、精神保健
福祉士８名で構成されました。
目的は、発達障害児者とご家族、支援者の現状を
把握し、今後の継続的な支援活動につなげるための
情報収集及び基盤づくりを行うことです。県の障害
福祉課や教育委員会、児童相談所、福祉施設、教育
センター、特別支援学校、親の会、被災者の方など
からヒアリングを行い、意見交換、アセスメント支
援等を実施しました。
岩手・宮城の津波被害のあった沿岸部は、連日、
メディアで見聞きしてきましたように、津波が押し
寄せてきたかどうかで被害の状況がかなり異なりま
した。実際に、がれきの中に立ちますと、その被害
の甚大さに圧倒されました。震災から２ヵ月後の当
時も、非日常が続いており、そういう中で、生活を
取り戻そうとされている状況でした。
障害児者の安否確認については、障害者手帳のリ
ストをベースにすすめられていました。また、役所
が流された地域は、NPOなどが避難所を１つ１つ回
りながら状況把握に努めていらっしゃいました。し
かしながら、岩手・宮城の沿岸部では、「障がい」へ

の偏見や抵抗感が強く、一見して分かりにくい高機
能広汎性発達障害の場合、診断や支援が積極的に行
われることについては躊躇いのある地域でした。診
断前支援については、地域差があり、支援者が把握
しているケースは少ないようでした。また、把握し
ている場合でも、限られた支援者に情報が一極的に
集中していたため、その方がお亡くなりになった地
域では，公的なサービスにつながっていない方たち
の状況把握が困難になっていました。今後、地域で
ネットワークの網を張っていくことが重要になって
きます。
東北の方々は、がまん強いとよく耳にしましたが、
実際、自閉症のお子さんをお持ちのお母さんは、「私
よりもずっと大変な人がいるから」と、周囲に助け
を求めることも遠慮されて、大変なご苦労をされて
いました。しんどさを吐き出す場がなく、地域で孤
立していかないか、懸念されました。また、支援者
の方も被災者であり、相当な疲労感やストレスを抱
えており、学校の先生やNPOのスタッフなど、現場
で活躍されている方々は、使命感や責任感、現実に
動ける範囲や裁量権などとの間で葛藤されていまし
た。
今後は、中長期的スパンで心理的・社会的、物理
的支援が継続されていくことが必要だと思います。
特に、中心的役割を担う現地の支援者のバーンアウ
トを防ぐため、側面的支援を行っていくことが重要
です。また、今回被災していない地域についても、
普段からソーシャルサポートネットワークが機能す
るような社会を作っていくことが、災害などの緊急
時に、特に、社会的に弱い立場に置かれがちな人の
孤立を防ぐための基盤になるのかと思いました。
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なお、JDD被災地支援チーム第２陣の中間報告は、
内閣府第32回障がい者制度改革推進会議「災害と障
害者について」において、資料として提出されてい

ます。詳しくは、http://www8.cao.go.jp/shougai/
suishin/kaikaku/s_kaigi/k_32/pdf/s2-2-12.pdfに
てご覧いただけます。

岩手県沿岸地域①

岩手県沿岸地域② 岩手県沿岸地域③
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本年６月９日、ニューヨークの国連本部でWHO
と世界銀行による「障害に関する世界報告書」の刊
行を祝う式典が挙行されました。エビデンスを強く
意識して編集執筆された障害に関する世界初の報告
書であり、私たちにとって重要な内容を多く含むこ
とから、本書の概要について紹介します。なお全文
（英文）及び要約版（英文）はWHOのインターネッ
トホームページにアクセスしてご覧になれます。
本書の刊行にいたる背景は、2005年５月の世界保
健総会決議58,23がWHOに対して、最良で入手可能
なエビデンスに基づく障害に関する報告書を作成す
るよう求めたことにありました。そこで、WHOに
おける障害とリハビリテーション（DAR : Disability 
and Rehabilitation）チームが中心となって、報告書
作成のプロジェクトが立ち上げられ、多くの専門家
や当事者が協力し、約５年の歳月を費やして完成さ
れました。
本書は、国連の権利条約の中身の実現に向けて全
体的指針を提供するものでもあり、障害のある人々
の全体像、そのニーズの実状、社会での完全参加を
妨げるバリアを示しています。各章のタイトルは、
障害の理解、障害の全体像、全般的な保健とケア、
リハビリテーション、補助と支援、可能性を高める
環境、教育、仕事と雇用、そして将来に向けての勧
告からなっています。各領域に関して、各国で参考
となる具体的な実践例も紹介されています。
報告書の主な内容、論旨を以下に紹介します。
１ ．障害へのアプローチでは、この数十年間で流
れは医学的理解を離れて社会的理解に向かい
つつあり、権利条約はインクルージョンを妨げ
る環境バリアを取り除くことを強調する流れ
を反映しています。

２ ．世界中で障害のある人々の数は十億人以上で、
その中の１億１千万～１億９千万人は非常に
重度の困難を体験していると推定されます。こ
れは世界人口の約15％に当り、以前にWHOが
推定した1970年代当時のデータでは約10％の
数字を示唆していました。この障害人口の増加
は、主として加齢と慢性疾患の全体的な増加に
よるものと考えられます。
３ ．障害はいわゆる弱者層に反映されやすく、障
害は女性、高齢者、貧困家庭でより多く、また
低所得の国々は高所得の国々より障害存在率
が高い傾向が認められます。
４ ．障害は極めて多様で、障害体験の幅は非常に
広いものです。障害は不利益と相関しますが、
障害のある人々のすべてが等しく不利益を負
っているわけではありません。就学率は、肢体
不自由のある子供たちでは一般的に、知的障害
あるいは感覚障害のある子供たちより良好です。
労働市場で最も除外されているのは精神障害
や知的障害のある人々です。より重度の機能障
害のある人々はより大きな不利益を体験する
ことが多いようです。
５ ．障害のある人々は各種サービス（保健、教育、
雇用、移動、および情報）の利用において広範
囲のバリアに直面しています。これらには不適
切な政策や基準、否定的な態度、サービス供給
の欠如、不適切な情報とコミュニケーション、
当事者による決定への参加欠如などが含まれ
ます。
６ ．世界中で、障害のある人々は障害のない人々
と比較して、健康状態が不良で、教育水準が低
く、経済的参加が少なく、貧困率が高い傾向が
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認められます。
７ ．障害のある人々が直面するバリアの多くは回
避しうるものであり、障害に伴う不利益は克服
することができるはずです。

８ ．以上の知見に基づき、各国のさまざまな関係
者へ以下の勧告がまとめられました。

　⑴ すべての主流の政策やシステムやサービスの
利用を可能にすること。

　⑵ 障害のある人々へのプログラムとサービスに
投資すること。

　⑶ 国家的な障害戦略と行動計画を採用すること。

　⑷ 政策、法律の立案、サービスの提供において
障害のある人々を含めること。

　⑸ 人的資源の能力を向上させること。
　⑹ 十分な資金提供をして、利用しやすさを改善
すること。

　⑺ 障害について一般の人々の意識と理解を増大
させること。

　⑻ 障害に関するデータ収集と質を向上させるこ
と。

　⑼ 障害に関する研究を強化し支援すること。

※障害に関する世界報告書
全文（英文）のURL
http://www.who.int/disabilities/world_report/2011/report.pdf

要約（英文）のURL
http://whqlibdoc.who.int/hq/2011/WHO_NMH_VIP_11.01_eng.pdf


